
 

１．贈与税の特例措置の概要 
 中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律

に規定する「中小企業者」に該当し、かつ、都道府県知

事の認定を受けた会社の株式を、令和 9 年 12 月 31 日

までに、その会社の代表権を有していた贈与者(先代経

営者)から贈与により取得した個人が、その先代経営者

の後継者として一定の要件を満たす者(以下「特例経営

承継受贈者」）である場合、その者が納付すべき当該

株式（一定の部分に限る。以下「特例対象受贈非上場

株式等」）に対応する贈与税額の納税が、贈与者の死

亡の日まで猶予されます(措法 70 条の 7 の 5 第 1 項)。
これを「贈与税の特例措置」といいます。 
 贈与税の特例措置の適用を受けることにより納税が

猶予された贈与税額は、贈与者の死亡や、特例経営承

継受贈者による下記２の「免除対象贈与」等の事由が

生じた場合、特例経営承継受贈者が一定の手続をする

ことにより、その全部又は一部が免除されます(措法 70
条の 7 の 5 同第 11 項、70 条の 7 第 15 項）。 

２．特例経営承継受贈者(2 代目経営者)が免除対象贈与

をした場合の、納税猶予分の贈与税額の免除 
  上記１の特例経営承継受贈者が、特例経営贈与承継

期間*の末日の翌日（原則）以後に、その特例受贈非上

場株式等の全部又は一部をその後継者に贈与し、その

後継者が贈与を受けたその特例受贈非上場株式等につ

いて、贈与税の特例措置の適用を受ける場合は、その

特例経営承継受贈者が一定の届出をすることにより、

特例経営承継受贈者の納税猶予分の贈与税額（納税猶

予期限が一部確定した税額を除く。）のうち、後継者

に係る贈与税の納税猶予の適用に係るものに対応する

部分の金額に相当する額が免除されます(措法 70 条の

7 の 5 第 11 項、70 条の 7 第 15 項 3 号）。この場合の

特例経営承継受贈者による特例対象受贈非上場株式等

の贈与を、「免除対象贈与」といいます。 
*原則、非上場株式の贈与に係る贈与税の申告書の提  
出期限の翌日から同日以後5年を経過する日までの期

間をいいます(措法 70 条の 7 の 5 第 2 項 7 号)。 
  例えば、1 代目経営者から株式を贈与により取得し  
て贈与税の特例措置の適用を受けた 2 代目経営者（＝

特例経営承継受贈者)が、特例経営贈与承継期間経過後
．

に、その株式の全部を 3 代目経営者に贈与し、3 代目

経営者がその贈与により取得した株式に係る贈与税に

ついて贈与税の特例措置の適用を受ける場合、2 代目

経営者から 3 代目経営者への株式の贈与は「免除対象

贈与」に該当し、2 代目経営者が一定の届出をすること

により、納税猶予分の贈与税額が免除されます。 
３．免除対象贈与の後、その贈与者に係る“前の贈与者

”が死亡した場合 
贈与税の特例措置の適用を受ける特例経営承継受

贈者に係る贈与者の贈与が、「免除対象贈与」である

場合に、特例経営承継受贈者の死亡の日以前にその贈

与者の“前の贈与者”が死亡したときは、特例経営承

継受贈者は前の贈与者から特例対象受贈非上場株式等

を相続又は遺贈により取得したものとみなされ、贈与

者が前の贈与者から贈与を受けた時の価額を基に、相

続税が課税されます（措法 70 条の 7 の 7 第 2 項）。 
 この場合において、贈与税の特例措置の適用を受け

た特例対象受贈非上場株式等を、相続又は遺贈により

取得をしたものとみなされた特例経営承継受贈者は、

一定の要件を満たすことにより、その贈与者の死亡に

係る相続税額のうち、その株式等に係る納税猶予分の

相続税額について、その特例経営承継受贈者の死亡の

日まで納税が猶予されます（措法 70 条の 7 の 8 第 1
項)。これを「みなし相続の特例措置」といいます。 
 例えば、1 代目経営者から贈与により株式を取得し

て贈与税の特例措置の適用を受けた 2 代目経営者が、

特例経営贈与承継期間経過後
．
に、その株式の全部を後

継者である 3 代目経営者に贈与し、3 代目経営者が特

例経営承継受贈者としてその贈与により取得した株式

に係る贈与税につき贈与税の特例措置の適用を受けた

場合、2 代目経営者から 3 代目経営者への株式の贈与

は「免除対象贈与」に該当します。この場合の「前の贈

与者」とは、特例対象受贈非上場株式等の免除対象贈

与をした者（2 代目経営者）に対し、その贈与の前
．
にそ

の株式の贈与をした者、すなわち 1 代目経営者が該当

します(措法 70 条の 7 の 7 第 2 項、第 1 項、同政令 40
条の 8 の 5 第 4 項、40 条の 8 第 5 項 2 号）。  
したがって、1 代目経営者（＝前の贈与者）の死亡に

より、3 代目経営者（＝特例経営承継受贈者）は、特例

対象受贈非上場株式等を、1 代目経営者から相続又は

遺贈により取得したものとみなされ（措法 70 条の 7 の

7 第 2 項)、３代目経営者に対し 1 代目経営者に係る相

続税が課税されます。この場合、1 代目経営者から 3 代

目経営者が取得したものとみなされた特例対象受贈非

上場株式等に係る相続税の額について、一定の要件を

満たすことにより、「みなし相続の特例措置」の適用

を受けることができます。          （山崎 信義） 
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